
を経て、今年度中に今後５年間の
計画として策定されることになり
ます。

川崎市の子ども施策
川崎市議会議員 ほりぞえ健

（１）民主党川崎市議会議員団ニュース ２０１０年９月号

●1963（昭和38）年２月６日、高津区に
生まれ、高津小学校出身。桐朋中学、
高校を経て東京工業大学を卒業。

●東京都三鷹市で９年間、地域情報化や
プライバシー保護等に従事。

●セブンーイレブン本部での情報システ

ム構築をはじめ、ITを活用したシステ
ムづくりに従事。

●2003年4月、川崎市議会議員に初当選。
●2007年4月、同２期目当選。
●議会運営委員会 委員
●ローカル・マニフェスト推進地方議員

連盟 相談役
●民主党神奈川１８総支部 幹事長
●経済産業省 システム監査技術者
●妻と長女の３人家族

（事務局）
川崎市では保育所に入所できない待機児童が急増していますね。

（堀添）
両親が働いているなど、保育所に入所できる条件を満たしてい

るにもかかわらず、入所できない状況への対策は、本市だけでな
く都市部の共通の課題となっています。

今までは、保育所への入所希望児童数は年間３００人前後でし
たので、保育所定員数の拡大により、徐々に待機児童数も減少し
ていました。

ところが、４，５年前から、入所申請数が急増しており、例え
ば今年だけで１６４８人も増加しています。これは、人口増によ
り子どもの数が増えているとともに、入所を希望する入所申請率
が急速に高まっているからです。その結果、毎年保育所定員を１
千名程度増やしているものの、これでは希望者数の増に追いつけ
なくなってしまっています。

こうした状況を踏まえ、「（仮称）新・保育基本計画」の骨子
が先日まとめられ、保育所定員を年間１千人から１千３百名程度
に増やすことや、とりわけ育児休暇制度の普及により待機児童数
の多い１歳児枠を増やすこと、などの基本的な考え方が示されま
した。今後、素案を策定したのちに、パブリック・コメントなど
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（次ページに続く）

「（仮称）新・保育基本計画」の策定

～少子化対策の視点から

２００２年 ２００６年 ２０１０年

人 口 1,269,979 1,322,432 1,404,532

就学前児童数 75,933 75,741 80,012

利用申請数 12,069 13,505 18,032

申請率 15.9% 17.8% 22.5%

入所児童数 10,727 12,034 15,435

待機児童数 705 480 1,076



く、むしろ急速に進みつつある少子高齢化・
人口減にどう対応すべきか、という問題意識
があります。

私は、少子・高齢化や人口減自体は、必ず
しもマイナスだけではないと思います。しか
し、現在のようなあまりに急速な変化は、年
金制度や社会保障制度、また国家の経済力に
も多大な問題を生じさせます。ですから、そ
の変化のペースを緩やかにしていくことが、
今の日本にとって最優先課題ではないでしょ
うか。

仮に今年、出生率がアップしても、その子
どもたちが働き始め年金などの社会保障を支
え始めるようになるには、少なくとも二十年
はかかります。少子化は急に始まったわけで
はなく、すでに１９８０年頃にはわかってい
たのに、実際に人口が減少を始めるまで、な
んの手も打たれてこなかったことは、まさに
政治の不作為責任だと思います。

日本では、子どもの養育にかかる費用のう
ち家庭が負担する割合が、いわゆる先進諸国
の中でも、際立って高い状況にあります。実
際、結婚した夫婦へのアンケート調査では、
子どもをつくる上での一番の問題は、経済的
な負担－仕事を休まなければならないことも
含めて－という方が圧倒的に高い状況となっ
ています。ここを変えない限り、少子化傾向
は変わらないと思います。

（事務局）
子ども手当についてはどうですか。

（堀添）
私も、子ども手当が一番効果的かどうか、

しっかり評価分析すべきだと思います。しか
し、若干誤解されているようにも思います。

子ども手当は、子どものために使う目的で
作られた制度ではありません。実際に子ども
がいる世帯は、住居費や食費、教育費など子
どものために、すでに毎月支出をしています。
子どもがいなければ、この分は、他の消費や
貯金にまわされていたわけです。その負担分
を、少しでも補てんしよう、というのが、子
ども手当の制度目的です。

つまり、子どもを持つことで、必然的にか
かってくる経済的負担を、少しでも社会全体
で担っていくことで、少子化傾向に歯止めを
かけていこうとしているのだと思います。

もちろん、年金制度改革、後期高齢者医療
制度改革なども、並行して早急に進めていか
なければなりません。

（事務局）
どうもありがとうございました。

（２）民主党川崎市議会議員団ニュース ２０１０年９月号

（２０１０年８月３１日）

（事務局）
保育所待機児童対策が大切なのはわかりま

すが、それだけで良いのでしょうか。

（堀添）
そうですね。待機児童をなくすことは最優

先課題ではありますが、それだけでは十分と
はいえません。

たとえば小学校入学前の子どもをみても、
全体で約８万名のうち、認可保育所などの保
育サービスを受けている子ともは約２万名、
幼稚園に通っている子どもは２万４千名です
から、全体の半数は在宅児童となります。と
くに、２歳児までは、約７割の子どもが在宅
で子育てがされています。こうした子どもた
ちに対する公的支援が、まだまだ足りていな
いのが実情です。

今までのような、縦割り的な行政施策では
なく、総合的な子ども施策を、包括的・一元
的につくっていかなければならないのではな
いでしょうか。

（事務局）
政権交代してから、子ども手当や高校授業

料無償化、奨学金制度の拡充など、子ども支
援のための政策が矢継ぎ早に実行されていま
す。もちろん、そのこと自体に反対ではない
のですが、少々子どもに重点を置きすぎでは
ないか、という声も聞きますが。

（堀添）
そうですね。とくに「子ども手当」につい

ては、親が子どものために使わないのではな
いか、貯金されてしまうのではないか、高所
得者にも支給する必要があるのか、など、具
体的な施策内容についてのご指摘も少なくな
いですね。

これらの施策の原点は、子どもを大切にし
なければいけない、という考え方だけではな

子ども施策に「偏重」していないか

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

育児
休暇

認
可
保
育
所

認
可
外
保
育
施
設

幼
稚
園

在宅児童

１５千人
５千人 ２４千人

３６千人



（３）ほりぞえ健ニュース ２０１０年９月号

「川崎市契約条例」を全面改定

川崎市では、この間「公契約条例」の制定を検討してきましたが、先日、
既存の契約条例を全面改定し、その内容を規定することとなりました。今ま
で公契約条例として検討してきた内容だけでなく、市内中小企業の受注機会
の確保や、環境への配慮など、川崎市としての公共調達契約における基本的
なスタンスについても規定される予定です。内容的には、他市のものと比べ
ても実効性の高いものになると考えています。今後、パブリックコメントな
ども踏まえ、１２月定例会に提案される見込みです。

川崎市契約条例の特徴１：

地域社会の発展の観点から、公契約を規定。

経済性に配慮しつつ、価格だけでなく品質等を含め総合的に優れた契約と
なるよう規定。

○競争性・透明性・公平性の原則

○中小企業者の受注機会の確保

○環境への配慮、地域経済の健全な発展に資すること

○談合その他の不正行為の徹底的な排除

川崎市契約条例の特徴２：

公契約条例としての適用範囲が広く、実効性の高い条例。

先行する自治体の事例を踏まえ、実効性の高い内容であり、政令指定都市
としてはじめての策定。

○対象となる公契約の範囲を広く設定。

・予定価格６億円以上の工事請負契約（金額ベースで全体の約４割）

・予定価格が１千万円以上で、人件費割合が高い委託契約も対象

○対象となる適用労働者の範囲を実態にあわせて設定。

・雇用される労働者だけでなく、いわゆる「一人親方」など、実態と

して現場で働いているものはすべて対象

○条例遵守状況調査の実効性を確保

・下請業者も含めた全従事者の名簿提出や、立入調査権等を規定

・条例違反の場合、契約解除、公表、指名停止等を規定

川崎市契約条例の特徴３：

客観的に適正な賃金水準を決める仕組み。

公共工事設計労務単価等を踏まえ、学識経験者や事業者、労働団体等に
よって構成する審議会で、適正な賃金水準を決定する。



「川崎市政に参加する会」に参加して
２０１０年６月１１日開催

「公契約条例と入札改革」

耳慣れない言葉だが、川崎市では「公契約条例」を
策定する方向で検討しているそうだ。市が発注する請
負や委託業務の契約で、規定以上の賃金の支払いを受
注者に義務づけるのだそうだ。これは１９５２年発効
のＩＬＯ条約を根拠にしたもので、しかし国内では取
り組みが遅れ、昨年頃から自治体先行で動き始めたば
かりという。

背景には、公共事業の減少などから過当競争が起き
ており、そのしわ寄せが働く人の賃金を過度に減らし
ている現状があるのだと言う。たしかに、私が従事す
るソフトウェア開発業でも請負や委託開発の価格が下
がり、労働条件が悪化している現場を見ているが、他

人事ではない市民も多いのではなかろうか。実際、そ
うした現場では仕事の質が落ちざるを得ないこともし
ばしばだ。

建設に限らず、最近では図書館などの施設管理や市
バスの運転手、保育園など私たちの生活に密接な市民
サービスも民間委託されている。値段も重要だが「安
かろう悪かろう」では困るので、
不当に安い賃金を是正する「公
契約条例」を契機に、価格だけ
でなく市民サービスの質なども
考えてゆくことが大切だと感じ
られた。（Ｙ・Ｉ 会社経営）
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（４）民主党川崎市議会議員団ニュース ２０１０年９月号

これからのまちづくりの骨格となる実行計画と行革プラン。厳しい経済状況の中、持続可能

な川崎市を実現するためになにが必要なのか、議論をいたします。ぜひご参加ください。

政治資金ご寄附のお願い 「ほりぞえ健後援会」宛
郵便振替：高津郵便局 口座００２７０－１－２４１６９

銀行振替：川崎信用金庫 高津支店 普通０７９６２９４
地元から日本改革を実現するために､ご支援
賜りますよう､お願い申し上げます。

第４１回 「川崎市政に参加する会」のご案内

私たちの住む川崎市を「安心して暮らせるまち」に
していくためには、私たちの手でもっともっと変えて
いかなければならないと思います。

一人一人の主権者の皆様とともに、新しい川崎市の
あり方について、勉強し、議論し、実行していく場と
して、「川崎市政に参加する会」を開いています。

毎月、その時々にあったテーマを設定し、開催して
おりますので、皆様のご参加を心よりお待ち申し上げ

ます。

第４１回 １０月１４日（木）午後７時～ 高津市民館

「第３期実行計画と行革プラン」
～持続可能な川崎市へ

日時：２０１０年１０月１４日（木）
午後７時から８時半まで。

場所：高津市民館 第１会議室
溝の口駅前マルイファミリー
溝口１－６－１０ ０４４－８１２－１０９０


